
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
公
表

平
成
29
年
度
決
算
に
基
づ
く
財
政
の
健
全
性
を
示
す
指
標

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化
法
）
で
は
、
地
方
公

共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
を
判
断
す
る
た
め
の
指
標
と
健
全
化
の
た
め
の
是
正
措
置
の
基
準

を
、
黄
色
信
号
の
早
期
健
全
化
基
準
と
赤
信
号
の
財
政
再
生
基
準
の
２
段
階
で
示
し
、
そ
れ

ら
の
指
標
の
算
定
と
公
表
を
義
務
づ
け
て
い
ま
す
。

1
実
質
赤
字
比
率

　
市
の
普
通
会
計
（
一
般
会
計
、
墓
園
事
業

特
別
会
計
）
を
対
象
と
し
た
実
質
赤
字
額

の
、
標
準
財
政
規
模
※
に
対
す
る
比
率
。

三
島
市
で
は
対
象
会
計
に
実
質
赤
字
額
は

生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

※
標
準
財
政
規
模
…
地
方
公
共
団
体
の
一

般
財
源
の
標
準
的
な
規
模

2
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
市
の
す
べ
て
の
会
計
（
一
般
会
計
、
公
営

企
業
会
計
を
含
む
特
別
会
計
）
を
対
象
と

し
た
実
質
赤
字
額（
ま
た
は
資
金
不
足
額
）

の
、
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
。

　
三
島
市
で
は
対
象
会
計
に
実
質
赤
字
額
は

生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

（実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は「ー」で記載しています）

■健全化判断比率（指標の解説1～4）

区分 1実質赤字比率 2連結実質赤字比率 3実質公債費比率 4将来負担比率

三島市 － － 6.2％ 
（平成28年度6.4％）

14.9％ 
（平成28年度14.5％）

早期健全化基準 12.42％ 17.42％ 25.0％ 350.0％

財政再生基準 20.00％ 30.00％ 35.0％

（資金不足額がない場合は「ー」で記載しています）

会計名 三島市 経営健全化基準

水道事業会計 － 20.0％

下水道事業特別会計 － 20.0％

■資金不足比率（指標の解説5）

指

の

説

標

解

次
の
各
比
率
は
、
数
値
が
低
い
ほ
ど
財
政
の
健
全
性
が
高
い

こ
と
を
表
し
て
い
ま
す
。

3
実
質
公
債
費
比
率

　
市
の
す
べ
て
の
会
計
と
一
部
事
務
組
合
が

当
該
年
度
に
負
担
し
た
地
方
債
元
利
償
還

金
な
ど
の
、
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比

率
（
過
去
３
カ
年
の
平
均
）。

　
三
島
市
で
は
早
期
健
全
化
基
準
25
・
０
％

を
下
回
る
、
６．2
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

4
将
来
負
担
比
率

　
市
の
す
べ
て
の
会
計
と
一
部
事
務
組
合
な

ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
実
質
的
な
負
債
の

標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
。
三
島
市

で
は
早
期
健
全
化
基
準
の
３
５
０・０
％

を
下
回
る
1４
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

5
資
金
不
足
比
率

　
公
営
企
業
ご
と
の
資
金
不
足
額
の
事
業
規

模
に
対
す
る
比
率
。
三
島
市
で
は
対
象
会

計
に
資
金
不
足
額
は
生
じ
て
い
ま
せ
ん
。
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◎特別会計

会計 予算額 歳入 歳出
収入済額 執行率 支出済額 執行率

国民健康保険 121億5,637万円 47億1,892万円 38.8％ 45億  816万円 37.1％
介護保険 76億  194万円 34億8,917万円 45.9％ 31億5,846万円 41.5％
後期高齢者医療 13億8,615万円 4億5,776万円 33.0％ 3億  898万円 22.3％
墓園事業 501万円 1,557万円 310.8％ 74万円 14.8％
駐車場事業 6,941万円 3,433万円 49.5％ 967万円 13.9％

合計 ２１２億１,888万円 8７億１,5７5万円 4１.１％ ７9億8,60１万円 3７.6％

区分 市債現在高

一般会計

教育施設 57億5,154万円
土木施設 86億4,538万円
清掃衛生施設 19億9,671万円
公営住宅施設 13億5,659万円
福祉施設 12億8,661万円
臨時財政対策債ほか 182億5,453万円
一般会計合計 ３７２億９,１３６万円

公営企業会計 水道事業 ３５億６,７５４万円
下水道事業 １７８億４,６２２万円

市債（借りているお金）の現在高

◎水道事業会計
区分 予算額 執行額 執行率

収益的収入 17億2,609万円 8億4,147万円 48.8％

収益的支出 14億3,653万円 4億1,267万円 28.7％

資本的収入 4億5,655万円 0円 0％

資本的支出 10億3,784万円 1億7,464万円 16.8％

市有財産の状況

▶基金などの積立金 31 億 8,680 万円
▶有価証券と出資金 1 億 8,449 万円
▶土地 312 万 9,929㎡
▶建物 34 万 8,262㎡
▶立木 8,926㎥

平成30年度上半期（４～９月）の予算執行状況
（平成30年９月 30 日現在）

◎一般会計歳入
科目 予算額 収入済額 執行率

自
主
財
源

市税 176億1,476万円 94億6,265万円 53.7％

諸収入･財産収
入･手数料ほか 25億9,855万円 8億2,827万円 31.9％

繰越金 6億8,168万円 7億9,116万円 116.1％

依
存
財
源

地方交付税 10億5,000万円 7億6,777万円 73.1％

国庫支出金 51億7,554万円 21億7,402万円 42.0％

県支出金 23億2,146万円 2億2,226万円 9.6％

市債 34億6,590万円 0円 0％

その他 27億4,100万円 14億2,843万円 52.1％

合計 356億4,889万円 １56億７,456万円 44.0％

◎一般会計歳出
科目 予算額 支出済額 執行率

議会･総務費 38億3,718万円 12億8,805万円 33.6％

民生費 122億2,988万円 50億4,561万円 41.3％

衛生費 44億4,898万円 20億1,413万円 45.3％

労働･農林･商工費 10億2,712万円 5億2,274万円 50.9％

土木費 46億3,755万円 17億8,321万円 38.5％

消防費 15億1,671万円 6億9,127万円 45.6％

教育費 43億6,951万円 17億2,521万円 39.5％

公債費 34億2,568万円 11億2,676万円 32.9％

災害復旧費等 １億5,628万円 0円 0％

合計 356億4,889万円 １4１億9,698万円 39.8％

《社会保障施策（年金、医療、介護、子育て）の一部には、引上げ分の地方消費税が財源として充てられます。》

◎下水道事業会計　※平成30年度から企業会計方式に移行

区分 予算額 執行額 執行率

収益的収入 25億6,279万円 12億4,680万円 48.7％

収益的支出 25億3,240万円 5億2,584万円 20.8％

資本的収入 13億2,321万円 3,854万円 2.9％

資本的支出 21億9,921万円 6億7,830万円 30.8％
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